
ダム ３１０億円 放水路 ３７７億円
宅地

嵩上げ
３２４億円

河川改修   ２９億円（改修済） 河川改修
 　　　　　　 ２９億円（改修済）
　　　　　　１２４億円（改修未）

河川改修
１５０億円（改修未）

８億円（一部用地買収済み）

計 ３３９億円 ○ 計 ４６７億円 △ 計 ５３０億円 △ 計 ４８２億円 △

ダム ３１戸（移転済） 放水路 １６戸
宅地

嵩上げ
１６５戸（うち一時移転１６３戸）

河川改修 ０戸 河川改修 　７戸 河川改修 ５５戸

計 ３１戸（移転済） △ 計 １１６戸 △ 計 ２３戸 ○ 計 ２２０戸 △

ダム 約１１０．０ｈａ（大部分用地買収済み） 放水路 　約５．９ｈａ
宅地

嵩上げ
約１７．５ｈａ

河川改修 約　６．８ｈａ（改修済） 河川改修
　　　　　　　約６．８ｈａ（改修済）
　　　　　　　約９．２ｈａ（改修未）

河川改修
約２．２ha（改修未）

約６．８ha（一部用地買収済み）

計 約１１６．８ｈａ △ 計 約２４．６ｈａ △ 計 約２１．９ｈａ ○ 計 約２６．５ｈａ △

　対象箇所の環境調査は未実施である。

総合評価

完了予定年度　　Ｈ１３７年　（１１５年後）

　　B-C　９,７８４　百万円　（　B/C　１．８１　）

完了予定年度　　Ｈ７０年　（４８年後）

　　B-C　２０,２５２　百万円　（　B/C　１．５８　）

完了予定年度　Ｈ１３０年（１０８年後）

　　B-C　９,１６６　百万円　（　B/C　１．７４　）

△ △　対象箇所の環境調査は未実施である。

△

△

○ 宅地のみを嵩上げするため、農地は守られない。
（被害額８百万円）

利
水
へ
の
対
応

事
業
効
果
発
現

整備計画
1/100

水道用水

不特定用水
ダムによる必要量確保が可能 ○

　対象箇所の環境調査は未実施である。

河川改修 １１６戸

河川改修
約１７．８ｈａ（改修未）

約６．８ha（一部用地買収済み）

４５９億円（改修未）
８億円（一部用地買収済み）

○環境影響評価

　本事業は「環境影響評価法」、「岩手県環境影響
評価条例」の施行以前に全体計画の認可を受け
ているため、同法や同条例の適用を受けないが、
事業区域周辺は自然環境が豊かな地域であるこ
とから、事業者が自ら同条例と同等の環境影響評
価を行なっている。また、学識経験者等により構成
される「簗川ダム周辺自然環境検討専門委員会」
を設立し、継続的に実施している環境調査の結果
を踏まえ、環境への負荷軽減を図るための対策等
について、毎年度、委員から助言等をいただいて
いる。

　　延長　L＝４．０km

移転戸数

被害軽減額  １，４６４億円

河川改修

　　掘削工　　　V＝９３４，０００㎥

コ
ス
ト

　　延長　　　　L＝２．３km　　内空断面積＝約１００㎡

河川改修　（改修済）

　　橋梁架替　　N＝１１橋

　　堤体積２０７，０００ｍ3

河川改修　（改修済）

　　延長　　　　L＝２．０km河川改修　（改修未）（施工面積　１７０，０００㎡）

【Ｂ案】　　河川改修単独案

河川改修　（施工面積　４４９，０００㎡）

【Ｄ案】　　宅地嵩上げ＋河川改修案

放水路 宅地嵩上げ

　　面積　Ａ＝１７．５ｈａ　　一時移転戸数　１６３戸　　延長　　　　L＝８．３km

　　掘削工　　　V＝２４３，０００㎥

　　橋梁架替　　N＝１１橋　　護岸工　　　Ａ＝８３，０００㎡

　　盛土工　　　V＝４０，０００㎥

　　護岸工　　　Ａ＝６７，０００㎡

　　掘削工　　　V＝３２１，０００㎥

　　盛土工　　　V＝３８，０００㎥

　　盛土工　　　V＝１１６，０００㎥

　　護岸工　　　Ａ＝２０６，０００㎡

【Ａ案】　　ダム＋河川改修案 【Ｃ案】　　放水路トンネル＋河川改修案

平成22年度大規模事業評価における簗川整備手法比較表

　　堤高７７．２ｍ、堤頂長２４１．０ｍ

整備緒元

整備計画
1/100対応

概要図

総事業費
（治水対策費用）

事
業
概
要

　　橋梁架替　　N＝３橋

ダム　（重力式ダム（自然調節型））

△

環
境
へ
の
影
響

1/100

　　延長　　　　L＝４．３km

河川改修　（施工面積　１４２，０００㎡）　　延長　　　　L＝４．０km

○

○

△

○

△

△

放水路
　土地の改変がトンネル出入口付近の
みであり、改変面積は小さい。

施工面積　　170,000㎡
掘削土量　　321,000㎥

　河道の掘削等により、現況の水環境
が改変される面積が２番目に大きい。
　渇水時の水量維持が不可能である。

河川改修

放水路については、水質、生態系への影響は小さ
いが、河川改修による影響が大きい。 △ △

宅地嵩上げについては、水質、生態系への影響
がほとんどないが、河川改修による影響が大き
い。

最も影響が大きい。 △

河川改修
　掘削により濁水が発生することから、
工事時期や沈殿池等の対策について
漁業者、利水者等との調整が必要。

河川改修

施工面積　　449,000㎡
掘削土量　　934,000㎥

　河道の掘削等により、現況の水環境
が改変される面積が１番大きい。
　渇水時の水量維持が不可能である。

ダムについては対策により影響を回避低減でき
る。河川改修による影響はない。 ○

○

完了予定年度　　Ｈ３２年　（１０年後）

　　B-C　３３,７０９　百万円　（　B/C　１．８２　）

（漁業への影響や洪水期を考慮し、一年のうち一
定期間しか河川改修工事ができないことを想定）

（漁業への影響や洪水期を考慮し、一年のうち一
定期間しか河川改修工事ができないことを想定）

（漁業への影響や洪水期を考慮し、一年のうち一
定期間しか河川改修工事ができないことを想定）

△ △

△△

新たに代替施設の整備が必要

農地への対応 農地は守られる。 ○ 農地は守られる。 ○ 農地は守られる。

新たに代替施設の整備が必要

用地補償面積

水質

生態系

　工事中に発生する濁水については、
濁水処理プラントにより処理するので影
響は回避低減できる。
　ダム供用後の水質への影響について
も、選択取水設備等の適切な運用によ
り回避低減できる。

ダム

　河川改修は既に完了済みであり、工
事による濁水の発生がないことから影
響はない。

河川改修

ダム

　ダムの湛水により約100ｈａが水没す
るが、希少種等については移植・播種
等による保全措置を行うことから影響
は回避低減できる。
　ダム供用後は渇水時でも水量維持が
可能である。

　河川改修は既に完了済みであり、工
事による濁水、土地の改変がないこと
から新たな影響はない。

河川改修

×

　河川区域外の背後地盤の盛土工事と
なることから濁水の発生がない。

　掘削により濁水が発生することから、
工事時期や沈殿池等の対策について
漁業者、利水者等との調整が必要。

施工面積　　142,000㎡
掘削土量　　243,000㎥

　河道の掘削等により、現況の水環境
が改変される面積が３番目に大きい。
　渇水時の水量維持が不可能である。

　宅地部分の盛土であり、希少種の生
息の可能性がほとんどない。

△

△

新たに代替施設の整備が必要

宅地
嵩上げ

河川改修

○

河川改修

放水路
　工事中に発生する濁水については、
濁水処理プラントにより処理するので影
響は回避低減できる。

宅地
嵩上げ

河川改修 △
　掘削により濁水が発生することから、
工事時期や沈殿池等の対策について
漁業者、利水者等との調整が必要。

○

△

○

△

地元自治体の意見
洪水防御を目的とした簗川ダム建設事業の早期完成を
毎年度要望している。

簗　川

河川改修済

280ｍ３/s 340ｍ３/s

340ｍ３/s
根田茂川

580ｍ３/s
調節前流量

　　780ｍ３/s

分流量 440ｍ３/s
放水路トンネル

北
上
川

簗川

一部河川改修

簗　川

一部河川改修

280ｍ３/s 780ｍ３/s

340ｍ３/s
根田茂川

580ｍ３/s

簗川

簗　川280ｍ３/s 780ｍ３/s

340ｍ３/s
根田茂川

580ｍ３/s

一部河川改修済

宅地の嵩上げ

簗川

済一部用地買収済み 一部用地買収済み

※　一部買収済みの用地は【A案】に対応したものであり
　　【B案】を前提とした買収ではない。

※　一部買収済みの用地は【A案】に対応したものであり
　　【D案】を前提とした買収ではない。

ダム
根田茂川

簗川

　　580ｍ 　100ｍ

280ｍ

340ｍ
一部河川改修済

340ｍ

/s

/s

/s

３

/s

３ /s

３ 簗川 ３

３


